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1. はじめに  

雪崩覆工の通常の設計において落石による衝撃荷重は考慮されていないが，近年の異常気象や地震を起因

として発生する落石が雪崩覆工の屋根部に被害を及ぼすことが懸念されている．落石対策として敷砂緩衝材

の設置や屋根部コンクリート頂版の増厚では死荷重が増大し，雪崩覆工の主構部材の負担が過大となる．一

方，発泡スチロール（EPS）緩衝材は軽量ではあるが落石エネルギーによっては工事費が非常に高価となる

場合がある．本研究では既設の雪崩覆工のための軽量な落石緩衝体を製作し落錘衝突実験を行った． 

2. 実験概要 

 緩衝体は図-1 のように，EPS ブロック(2.0 m×1.0 m×0.5 m, 密度 15 kg/m3)８個の集合体を繊維ネット

(PE440dtx・100 本・角目 82 mm)で囲った層の上に，角鋼管内部を鋼板２枚で３室に仕切った補強鋼管数本の

上下面を波型鋼板(2-KP-650×25×1.2）で挟んで平鋼（FB-6×125）とボルト等を用いて連結した合成鋼版を載

せている．緩衝体の種類は補強鋼管のサイズと配置により，タイプＬ（6-□-125×125×4.5, 12-PL-120×4.5, 間

隔 0.8 m）とタイプＭ（5-□-125×125×3.2, 10-PL-120×3.2, 間隔 1.0 m）である．それぞれの重量は約 700 N/m2

および 800 N/m2 と軽量である．タイプＬを鉄筋コンクリート厚 50 cm の剛基礎上に設置した場合（以下，剛

基礎実験）およびタイプＬまたはＭを鋼製雪崩覆工の屋根部モデル上に設置した場合（以下，屋根部実験）

について落錘衝突実験を行った．屋根部実験では，標準設計解説書 1)に基づいて積雪深 3 m，主構支間 8 m，

主桁間隔 3 m の屋根部（デッキプレート(SDP-100×250×155×95×3.2）とコンクリート厚 100 mm～200 mm）を

製作し，図-2 のように H 形鋼を支承とし，緩衝体の補強鋼管が主桁と直交する方向に設置した． 

 実験はクレーンで吊上げた重錘を離脱装置から切り離し，自由落下により緩衝体の中央付近の補強鋼管と

補強鋼管の間に衝突させた．重錘は図-1 の EOTA2)で規定されている多面体形状を用いた．表-2 は実験 No.

と落錘条件を示す．屋根部実験 No.2 と No.3 における重錘衝突位置は図-3 の屋根部端スパンで主桁支点寄り

とし，屋根部のたわみの影響により衝撃力が小さくならないように，頂版にとって不利になるようにした． 

 重錘中心部に 3 軸加速度計と記録計を設置し，計測値と重錘質量の積として重錘衝撃力を算出した．また，

頂版および主桁の変位とひずみを図-4 の位置で計測した．ひずみは頂版を構成するデッキプレートおよび主

桁 H 鋼下フランジのひずみゲージにより計測した．なお，各センサーの値は 0.2 ms 間隔で記録した． 

質量 m 寸法 L   
 (ton)  (m)     
 1.2   0.86   
 0.8   0.76   
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表－2  実験ケース 

No. 緩衝体 
タイプ 設置 衝突位置 重錘質量  

m (ton) 
落下高 
h (m) 

Energy 
E (kJ) 

1 L 剛基礎        * 1.2 21.5 252.8 
2 L 屋根部 頂版 1* 1.2 21.5 252.8 
3 M 屋根部 頂版 3* 0.8 20.0 156.0 

                        * 緩衝体の補強鋼管の間 

3. 実験結果とまとめ 

表-3は主要な計測の最大値を示し，実験 No.2と No.3

の頂版デッキプレートや主桁の最大ひずみは弾性範囲

内に収まっている．頂版および主桁の最大変位はそれ

らの支間長に対してそれぞれ約 1/340 および 1/400 で

ある．残留変位は頂版コンクリート上面に生じたクラ

ックによる頂版の連続性が変化した影響と考えられる． 

図-5 は実験 No.1～3 の重錘衝撃力の時刻歴波形を表

す．重錘エネルギーが 252.8 kJ で緩衝体タイプＬの

No.1とNo.2では， No.2の最大衝撃力はNo.1の約 90 %

であり，屋根部のたわみの影響と思われる．衝撃力の

作用時間はいずれも 80 ms 前後であり，構造物の剛性

や緩衝体タイプによる大きな差はない．図-5 の時間積

分値である力積は，No.1 と No.2 がそれぞれ 32.4 kN･s

と 31.5 kN･s で，No.3 は 20.6 kN･s である．重錘エネル

ギーの等しい No.1 と No.2 は最大衝撃力は異なるが，

荷重作用効果である力積は同等と言える． 

落石対策便覧 3)による敷砂緩衝材の場合の衝撃力は 
2/3 2/5 3/52.108 ( )P m g hλ α= ⋅ ⋅ ⋅ ⋅ ⋅      (1) 

で与えられる．ここに，P：衝撃力[kN]，m：落石質量

[ton]，g：重力加速度[m/s2]，λ：緩衝材のラメ定数[kN/m2]，

h：落下高[m]，α≒ (T/D)-0.5：敷砂厚 T と落石径 D の比

による割増し係数である．式(1)を本緩衝体に拡張して適用し，α =1.0 として実験結果からラメ定数 λを求め

ると緩衝体タイプＬの No.1 が λ=382 kN/m2 で No.2 が λ=297 kN/m2 となり，緩衝体タイプＭの No.3 が λ=274 

kN/m2 となる．屋根部に設置された緩衝体タイプＬとＭは，敷砂緩衝材のラメ定数（1000 kN/m2）よりも軟

らかく，衝撃力は厚さ 90 cm の敷砂緩衝材の場合の約 60%となる．なお，本緩衝体は衝撃力の緩衝の他に屋

根部頂版への分布を広くする上でも効果を期待できるが，紙面の都合により詳細を割愛する。 
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図-3  屋根部実験の重錘衝突位置 

 
図-4 ひずみ(●)・変位(△ ▲)の計測位置 

 
図-5 重錘衝撃力の時刻歴 

表－3 実験結果（最大値） 

No. 緩衝体タイプ・ 
設置位置 

重錘衝撃力 
 P (kN) 

鉛直変位 曲げひずみ 
頂版載荷点（残留） 

(mm) 
端主桁中央（残留） 

(mm) 
頂版載荷点 

デッキプレート下面(μ) 
端主桁中央 

主桁下フランジ(μ) 
1 Ｌ・剛基礎 741     
2 Ｌ・頂版 1 670 8.4 (-1.6) 21.9 (1.0) 1035 104 
3 Ｍ・頂版 3 474 9.5 (2.0) 17.1 (0.7) 639 67 

I-008 土木学会中部支部研究発表会 (2019.3)

-16-


